
独立行政法人大学評価・学位授与機構の平成１９年度に係る業務の実績に関する評価

全体評価

①評価結果の総括

＜参考＞ ・業務の質の向上：A ・財務内容の改善：A・業務運営の効率化：A 等

②評価結果を通じて得られた法人の今後の課題 ③評価結果を踏まえ今後の法人が進むべき方向性

全体－１

（イ）業務改善及び次期中期計画の策定に資することを目的とし
て、「外部検証委員会」を設置し、平成16年度から平成18年度
までの業務実績や自己点検・評価結果に基づき、中期計画の項
目毎に機構の業務全般について検証を実施しているが、課題に
挙げられた点等について、検討を行い、改善に努めることが必
要である。

（ロ）高等教育の質の保証を図るという社会の要請に応えた
認証評価を実施するにあたっては、その結果を絶えず検証
し、評価方法の工夫・改善等について、検討を進める必要
がある。

（ハ）学位授与事業は、機構が授与する学位の意義について、今
後一層の社会の理解を求めていく必要がある。

（二）政府の方針に沿った人件費削減への対応の際に、教職員の
負担増や事業の質の低下を招かないよう留意する必要がある。

（イ）「外部検証委員会」において課題として挙げられた
点等について検討を進め、適切に業務改善及び次期中期
計画の策定に反映することが求められる。

（ロ）我が国の認証評価がより適切に行われるよう、機構
が先導的な役割を果たすためにも、評価の有効性・適切
性について検証し、評価の実施方法の改善に活かすこと
が求められる。

（ハ）機構が授与する学位の意義については、学位授与申
請者に限らず、社会全般に理解を得る取組が進められる
ことが求められる。

（二）教職員の負担増や業務の質の低下を招かないよう留
意しつつ、人件費削減への確実な取組が求められる。

（イ）業務改善及び次期中期計画の策定に資することを目的として、「外部検証委員会」を設置し、平成16年度から平成18年
度までの業務実績や自己点検・評価結果に基づき、中期計画の項目毎に機構の業務全般について検証を実施している。

（ロ）年度計画を着実に実行するとともに、評価事業、学位授与事業について、着実に改善が図られている。また、平成20年
度に実施する国立大学法人等の教育研究評価の準備が着実に実施されている。

（ハ）認証評価事業は、多数の大学等を対象に、多数の評価委員などを組織化して遂行する難度の高い業務にもかかわらず、
効率的・効果的に行われている。

（ニ）学位授与事業は、ユーザー利便性の向上が図られており、調査・研究については各分野の専門家により研究が進められ
ている。
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項目別評価総表

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

Ⅰ　業務運営の効率化に関する目標を達
成するためとるべき措置

Ａ A 調査及び研究 Ａ Ａ Ａ A

業務の効率化 Ａ A Ａ Ａ
（１）大学等の教育研究活動等の状況
についての評価に関する調査及び研究

Ａ Ａ Ａ Ａ

１）調査研究プロジェクト Ａ Ａ Ａ Ａ

２）研究成果の公表等 Ａ Ａ Ａ Ａ

大学等の教育研究活動等の状況につい
ての評価

Ａ A A Ａ

（１）大学等の教育研究等の総合的状
況に関する評価

Ａ A A Ａ

１）大学の教育研究等の総合的状況
に関する評価

Ｂ A A Ａ １）調査研究プロジェクト Ａ A A Ａ

２）短期大学の教育研究等の総合的
状況に関する評価

Ｂ A A Ａ ２）研究成果の公表等 Ａ A A Ａ

３）高等専門学校の教育研究等の総
合的状況に関する評価

Ａ＋ A A Ａ 情報の収集、整理、提供 Ｂ Ｂ A Ａ

（２）専門職大学院の教育研究活動の
状況に関する評価

Ａ＋ A A Ａ
（１）評価に関する情報の収集、整理、
提供

Ｂ Ｂ A Ａ

（３）国立大学及び大学共同利用機関
の教育研究活動に関する評価

Ｂ A A Ａ
１）大学情報データベースシステムに
よる情報の収集、整理、提供

Ｂ Ｂ A Ａ

学位授与 Ａ＋ Ａ＋ A Ａ

（１）単位積み上げ型による学士の学位
授与について

Ａ＋ Ａ＋ A Ａ

（２）省庁大学校修了者に対する学位授
与について

Ａ Ａ A A
（２）学習の機会に関する情報の収集、
整理、提供

Ａ Ａ Ａ A

独立行政法人大学評価・学位授与機構の平成１９年度に係る業務の実績に関する評価　項目別総表

Ａ

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

項目名
中期目標期間中の評価の経年変化

※

Ａ

Ⅱ　国民に対して提供するサービスその
他の業務の質の向上に関する目標を達
成するためとるべき措置

（２）学位の授与を行うために必要な学
習の成果の評価に関する調査及び研
究

Ａ Ａ

ＡＡ

２） 国内外の大学及び評価機関の評
価に関する情報、評価に関する調査
研究資料等の収集、整理、提供

Ｂ Ａ Ａ Ａ
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その他の業務

（１）国内外の他の関連機関等との連携・
協力

Ａ Ａ Ａ A

（２）広報活動の実施 Ｂ Ｂ Ａ A

（３）大学等の評価に関する普及活動の実
施

Ａ Ａ Ａ A

業務運営

（１）運営体制の整備 Ａ Ａ Ａ A

（２）自己点検・評価の実施 Ａ Ａ Ａ S

Ⅲ～Ⅵ　財務内容の改善 Ａ A

財務内容の改善に関する事項等 Ａ Ａ Ａ A

Ⅶ　その他主務省令で定める業務運営に
関する事項

Ａ A

人事に関する計画 Ａ A A A

※当該中期目標期間の初年度から経年変化を記載。

備考（法人の業務・マネジメントに係る意見募集結果の評価への反映に対する説明等）
本法人の業務・マネジメントに係る意見募集を実施した結果、意見は寄せられなかった。

　○評価の評定について
　【平成１６年度～平成１７年度】
　　Ａ＋：特に優れた実績を上げている。
　　Ａ：中期計画を十分に履行し、中期目標に向かって着実に成果を上げている。
　　Ｂ：中期計画をほぼ履行し、中期目標に向かっておおむね成果を上げている。
　　Ｃ：中期計画をほぼ履行しておらず、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。
　　Ｃ－：評価委員会として業務改善の勧告を行う必要がある。

　【平成１８年度～】
　　Ｓ：特に優れた実績を上げている。
　　Ａ：中期目標通り、または中期計画を上回って履行し、中期目標の達成に向かって順調、
　　　　または中期目標を上回るペースで実績を上げている。
　　Ｂ：中期計画通りに履行しているとは言えない面もあるが、工夫や努力によって、中期目
        標を達成し得ると判断される。
　　Ｃ：中期計画の履行が遅れており、中期目標達成のためには業務の改善が必要である。
　　Ｆ：評価委員会として業務運営の改善その他の勧告を行う必要がある。
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【参考資料１】予算、収支計画及び資金計画に対する実績の経年比較（過去５年分を記載）

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
収入 支出
　運営費交付金 2,189 2,189 2,074 1,996 　業務等経費 1,645 1,717 1,605 1,459
 大学等認証評価手数料 64 118 253 　大学等評価経費 64 118 253
　学位授与審査等手数料 83 87 88 88 　学位授与審査等経費 83 87 88 88
　その他 8 9 11 25 　一般管理費 463 462 419 395
　寄附金等収入 5 10 15 4

　計 2,285 2,359 2,306 2,366 　計 2,191 2,330 2,231 2,197

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
費用 収益
　経常費用 2,140 2,293 2,250 2,188 　経常収益 2,140 2,293 2,250 2,188
　　業務費 1,628 1,771 1,771 1,741 　　運営費交付金収益 2,021 2,096 1,986 1,776
　　　大学評価事業経費 579 650 653 752 　　資産見返負債戻入 27 35 40 40

  　大学等認証評価手数料 64 118 253
　　　学位授与事業経費 331 341 355 340 　　学位審査手数料収入 83 87 88 88
　　　その他事業経費 718 780 763 649 　　財産貸付料収入 8 9 10 12
　　一般管理費 513 522 479 447 　　寄附金収益 2 2 7 5
　　財務費用 0 0 0 0     受託研究等収入 0 0 0 9
　　雑損 0 0 0 　　財務収益 0 0 0 2
　臨時損失 269（注１） 0 0 0 　　雑益 0 0 0 2

　臨時利益 269（注１） 0 0 0

　計 2,409 2,293 2,250 2,188 　計 2,409 2,293 2,250 2,188
当期純利益 0 0 0 0
当期総利益 0 0 0 0

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

　注１）　独立行政法人会計基準に基づき、法人化の際に国から無償譲渡された資産のうち、金額的に重要性のない少額の資産については消耗品費として臨時損失に費
用計上し、その費用計上に対応して物品受贈益として臨時利益を計上している。
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区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
資金支出 資金収入
　業務活動による支出 1,542 2,607 2,332 2,057 　業務活動による収入 2,307 2,360 2,324 2,668
　　業務費支出 250 1,206 857 786 　　運営費交付金収入 2,189 2,189 2,074 1,996
　　人件費支出 1,153 1,227 1,252 1,144 　　手数料収入 92 147 207 343
　　一般管理費支出 133 168 212 113 　　寄附金収入 12 8 15 4
　　預り科学研究費補助金の払出 7 7 11 14 　　預り科学研究費補助金の受入 7 7 14 13
　投資活動による支出 66 70 19 316 　　その他の業務収入 8 9 15 11
　　有価証券の取得による支出 － － － 299 　　利息の受取額 0 0 0 1
　　有形固定資産の取得による支出 66 70 17 16 　投資活動による収入 － － － 300
　財務活動による支出 － － － － 　　有価証券の償還による収入 － － － 300

　財務活動による収入 － － － －

　計 1,608 2,678 2,351 2,373 　計 2,307 2,360 2,324 2,668

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

（単位：百万円）
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【参考資料２】貸借対照表の経年比較（過去５年分を記載）

区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度
資産 負債
　流動資産 709 395 367 673 　流動負債 710 398 368 673
　固定資産 7,510 7,379 7,192 7,038 　固定負債 213 248 229 237

　負債合計 924 646 596 910
資本
　資本金 7,471 7,471 7,471 7,471
　資本剰余金（注２） △ 176 △343 △508 △670
　利益剰余金 0 0 0 0
　（うち当期未処分利益） 0 0 0 0

　資本合計 7,295 7,128 6,963 6,801
　資産合計 8,219 7,774 7,559 7,711 負債資本合計 8,219 7,774 7,559 7,711

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料３】利益（又は損失）の処分についての経年比較（過去５年分を記載）　（単位：百万円）
区分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

Ⅰ　当期未処分利益
　当期総利益 0 0 0 0

Ⅱ　利益処分額
　積立金 0 0 0 0

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

【参考資料４】人員の増減の経年比較（過去５年分を記載） （単位：人）
職種 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

常勤職員 141 142 138 140

備考（指標による分析結果や特異的なデータに対する説明等）

　注２）資本剰余金が減少となっているのは、特定の償却資産（独立行政法人会計基準第８６）の減価償却相当額を損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して
いるためである。

（単位：百万円）
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